
振込め詐欺にも税の配慮を 

振り込め詐欺ではじめての税務係争 

平成 20 年中に、いわゆる振り込め詐欺の

被害に遭い、だまし取られた金額分の損失

が雑損控除の対象になるとして、税務署と

国税不服審判所で争った人がいました。 

長男と名乗る氏名不詳者から、電話で「勤

務先の金を流用したので、穴埋めするため

の金が必要である」旨のウソを告げられ、

電話の相手方が長男本人であり、金を必要

としているものと誤信し、郵便局から、電

話の相手方が指定した銀行口座に 240 万円

を振込送金し、さらに、翌日と 1 週間後に

も電話でのウソに乗じて 260 万円及び 320

万円、合計 820 万円を振込送金し、その後

にだまし取られたことに気付き、警察署に

被害届を提出した、と言う事例です。 

税務署の主張と審判所の裁決 

 「災害」による損失には、本人の意思に

基づく行為に依るものは該当せず、「盗難」

とは、占有者の意に反する第三者による財

物の占有の移転をいうのであり、「横領」と

は、財物の委託者と受託者との間に信任関

係があることが前提で、振り込め詐欺犯と

の間にそれがないから、本件が雑損控除の

対象となる災害・盗難・横領のどれにも当

たらない、と税務署側が主張し、かつまた

審判所も同じ判断をしました。 

納税者はどう言っていたか 

① 振り込め詐欺は、病んだ現代社会が生み

出した「人為による異常な災害」であり、

国税庁が雑損控除の対象であるとした

耐震強度偽装事件が建物販売会社の詐

欺行為（販売）に基因していることと共

通面があり、これと同じく取り扱っても

おかしくはない。 

② 長男に渡すつもりで振り込んだ金銭に

ついて、それだけで所有権の移転がない

とすれば、たまたまそれを管理している

者が横取りしたのであるから、「横領」

に当たる。 

③ 振り込んだ金銭について、本人の意に反

してただちに所有権の移転があるとす

るなら、それは「盗難」に当たる。 

審判所は十分な吟味をしているか 

 裁決書を読む限りでは、結論先にありき

で、納税者の主張への十分な吟味をしてい

るようには見受けられません。 

 社会安寧の確保が国家の義務であるとし

たら、新しい犯罪により高齢年金者が狙わ

れることに対し、配慮がもっとあってもよ

いのではないでしょうか。 
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「振り込め詐欺」は詐
欺ではなくて、横領又
は盗難であり、人為災
害です。 



 

補足と解説（お客様へは 1 ページ目だけを送付してください） 

http://www.kfs.go.jp/service/JP/83/09/besshi01.html 

(平成 23 年 5 月 23 日裁決)  

審査請求人の主張 

1 所得税法第 72 条《雑損控除》第 1項に規定する「災害

又は盗難若しくは横領」は、租税法が独自に用いている 1

つの固有概念であり、その意義は、納税者がその意思に基

づかない、いわば災難によって損失を被った場合の担税力

への影響を考慮して、雑損控除を認めたという所得税法の

趣旨・目的に照らして決すべきである。 

 本件損失は、請求人の長男に渡るはずの金銭が長男以外

の第三者に渡ったことによって生じたものであるから、請

求人の意思に基づかない事由によって生じた損失である

といえるし、それが生じた経緯、状況、損失額等にかんが

みると、請求人の担税力に与える影響は甚大であるから、

雑損控除を認めることが所得税法の趣旨等にかなう。 

 よって、本件損失は「災害又は盗難若しくは横領」によ

って生じた損失に当たる。 

2 「災害又は盗難若しくは横領」が租税法上の 1 つの固

有概念ではないとしても、本件損失は、「災害」による損

失、「盗難」による損失、「横領」による損失のいずれかに

当たる。 

(1) 「災害」による損失について 

イ 上記 1のとおり、本件損失は、請求人の意思に基づか

ない事由によって生じた損失であるし、振り込め詐欺の被

害に遭うことは、通常の生活では起こらない人為的災難で

あるから、所得税法施行令第 9条《災害の範囲》に規定す

る「人為による異常な災害」によって生じた損失に当たり、

雑損控除の対象となる。 

ロ 「人為による異常な災害」の意義について、原処分庁

が主張するような「予見及び回避不可能」や「劇的な過程」

等の要件を付加するのは相当でない。仮に、それらの要件

を前提とするとしても、振り込め詐欺の被害に遭うことは

「予見及び回避不可能」であり、かつ「劇的な過程」を経

て害を被ったといえる。 

 よって、本件損失は「人為による異常な災害」によって

生じた損失に当たる。 

ハ また、振り込め詐欺によって生じた本件損失は、加害

行為の悪質さ、被害の甚大さ、担税力に及ぼす影響、詐欺

行為の介在等の点において、国税庁が雑損控除の対象であ

るとしたと耐震強度偽装事件に関する被害と同様である

から、「人為による異常な災害」によって生じた損失とし

て、雑損控除の対象とされるべきである。 

(2) 「盗難」による損失について 

 本件損失は、請求人が長男に渡すつもりで振り込んだ金

銭を、請求人の意に反して第三者に取られたことによって

生じたものであるから、「盗難」による損失に当たる。 

(3) 「横領」による損失について 

 本件損失は、請求人が長男に渡すつもりで振り込んだ金

銭を、第三者に横取りされたことによって生じたものであ

るから、「横領」による損失に当たる。 

 

原処分庁主張 

1 所得税法第 72 条第 1項に規定する「災害又は盗難若し

くは横領」は、租税法上の 1 つの固有概念ではなく、それ

ぞれ個別の概念である。 

 したがって、本件損失が、雑損控除の対象となる損失に

当たるか否かは、これが「災害」による損失、「盗難」に

よる損失、「横領」による損失のいずれかに当たるか否か

によって、判断すべきである。 

2 本件損失は、「災害」による損失、「盗難」による損失、

「横領」による損失のいずれにも当たらない。 

(1) 「災害」による損失について 

イ 本件損失は、だまされたとはいえ、請求人の意思に基

づいてなされた本件各振込みによって生じた損失である

から、そもそも「災害」による損失には当たらない。 

ロ 請求人は、所得税法施行令第 9条に規定する「人為に

よる異常な災害」に当たると主張するが、「異常な災害」

とは、予見及び回避不可能で、かつ、鉱害、火薬類の爆発

など自然界に生じた天災と同視すべき劇的な過程を経て

害を被る事象であると解される。本件損失は、予見及び回

避可能であり、天災と同視すべき劇的な過程を経たもので

もないから、「人為による異常な災害」によって生じた損

失に当たらない。 

ハ なお、耐震強度偽装事件の事例は、同事件にかかわる

損失のうち、建築設計事務所による構造計算書の偽装及び

指定確認検査機関等による偽装の見過ごしに起因し、建物

に耐震強度不足が判明したことによって生じた損失が、

「人為による異常な災害」による損失に当たるとされたの

であり、直ちに本件損失についても同様の取扱いをすべき

であるとはいえない。 

(2) 「盗難」による損失について 

 「盗難」とは、占有者の意に反する第三者による財物の

占有の移転をいうと解されるところ、本件各振込みは、請

求人の意思により行われているから、本件損失は「盗難」

による損失に当たらない。 

(3) 「横領」による損失 

 「横領」とは、財物の委託者と受託者との間に委託信任

関係があることを前提に、財物の占有を取得した受託者が、

不法領得の意思を発現させることであると解されるとこ

ろ、請求人と振り込め詐欺の犯人との間に委託信任関係は

ないから、本件損失は「横領」による損失に当たらない。 
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